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序     文 
 

ベトナム社会主義共和国（以下、ベトナム）は、社会経済開発 5 ヶ年計画（2001-2005 年）に記載

されているように、ベトナム南部地域は当国の経済発展・社会開発を牽引する戦略地域の一つとされ

ている。当該地域で農業・漁業・工業などの産業をさらに発展させ、地域開発を促進するには新しい

技術の導入が必要だが、ホーチミン市を除いた地域では高い工学・技術知識と経験を持つ技術者と機

材が不足していることから、このような技術開発および人材育成に貢献する研究・教育機関の強化が

強く求められている。 
かかる状況下、ベトナム政府より、ベトナム南部の中心的な研究・教育機関であるホーチミン工科

大学において、地域社会のニーズに対応した技術開発・研究を行い、その結果を当該地域の地域開発

を担う人材に技術移転するという、同学の地域連携機能の構築・強化に係る支援協力要請を受け、独

立行政法人国際協力機構は、2005年 8月に事前評価調査を実施しプロジェクト概要の合意に至った、

今般は、ベトナム側関係者とプロジェクト実施にかかる協議を行い、その結果、ベトナム側と実施協

議議事録（R/D）など必要な文書の署名を取り交わし、「ホーチミン工科大学地域連携機能強化プロ

ジェクト」が 2006 年 1 月から 3 年間にわたって実施されることになった。 
本報告書は、同プロジェクト関連調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクト

活動の展開に広く活用されることを願うものである。 
ここに、同調査にご協力頂いた外務省、文部科学省、在ベトナム日本大使館など、内外関係各機関

の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。 
 

平成 18 年 1 月 
 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

ベトナム事務所 

所長 菊地 文夫 
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第１章 背景 

 
ベトナム社会経済開発 5 ヶ年計画（2001-2005 年）に記載されているように、ベトナム南部地域

は当国の経済発展・社会開発を牽引する戦略地域の一つである。当該地域で農業・漁業・工業など

の産業をさらに発展させ、地域開発を促進するには新しい技術の導入が必要だが、ホーチミン市を

除いた地域では高い工学・技術知識と経験を持つ技術者と機材が不足している。当該地域開発を促

進するため、高い工学・技術知識と経験を有する人材育成が急務とされている。 
ベトナム南部地域における工学教育と研究の中心機関であるホーチミン工科大学（Ho Chi Minh 

City University of Technology: HCMUT）は、かかる課題に対応するため、当該地域の開発課題に対し

て技術開発支援・地域住民の研修などを行ってきているが、これらは十分な成果を挙げられていな

い。それは、1）HCMUT における地域連携の制度構築がなされてないこと、2）HCMUT において

地域のニーズに基づく技術開発や、HCMUT から地域への技術移転・知識移転の経験が不足してい

ることのためと考えられる。 
かかる状況下、HCMUT において、南部地域との連携を強化し、地域開発に貢献する大学作りを

行うための協力につき、ベトナム政府が日本政府に要請をした。これを受け、独立行政法人国際協

力機構（Japan International Cooperation Agency: JICA）は 2005 年 8 月に事前評価調査およびその後の

累次にわたる協議を実施し、ベトナム側関係者プロジェクト概要の合意に至った。今般、ベトナム

側関係者とプロジェクト実施にかかる協議を行い、その結果、ベトナム側と実施協議議事録（R/D）

など必要な文書の署名を取り交わした。しかるに、HCMUT の地域連携機能を構築・強化すること

を目標とした技術協力プロジェクト、「ホーチミン工科大学地域連携機能強化プロジェクト」を 2006
年 1 月 15 日から 3 年間にわたって実施することになった。 
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第２章 プロジェクト概要 

 
本実施協議は 2005 年 12 月 2 日にホーチミン工科大学にて実施され、同大学トゥオイ学長、ソン

副学長、ホーチミン国家大学ダット副学長らとプロジェクト実施を取り決めた実施協議議事録

（R/D）およびミニッツ（M/M）の署名を取り交わした（付属資料 2 および 3）。これにより「ホー

チミン工科大学地域連携機能強化プロジェクト」はホーチミン工科大学を実施機関として、2006 年

1 月 15 日から 3 年間の予定で実施することになった。 
 

２－１ プロジェクト名 

プロジェクト名称は、和名「ホーチミン工科大学地域連携機能強化プロジェクト」・英文名

「 Capacity Building of Ho Chi Minh City University of Technology (HCMUT) to Strengthen 
University-Community Linkage」とする。 
 

２－２ 協力期間 

事前評価調査で合意した 5 年間に対し、大学における地域連携機能の確立を将来的に見据えつつ、

まずは同大学におけるパイロット事業の実施と地域連携機能の構築を目指し、3 年間の協力を行う

ことで合意した。 
 

２－３ プロジェクト実施体制 

M/M の「APPENDIX Ⅲ. Organization Chart of the Project」のとおり合意した。 
またプロジェクトの運営にあたっては合同調整委員会を設置し、プロジェクト実施管理にあたる

こととした。合同調整委員会の構成は R/D の「ANNEX Ⅵ. Joint Coordinating Committee」のとお

り合意した。 
 

２－４ プロジェクト基本計画 

R/D の「ANNEX Ⅰ. Master Plan」のとおり合意した。 
 

２－５ プロジェクト投入計画 

R/D の「ANNEX Ⅱ. List of Japanese Experts」「ANNEX Ⅲ. List of Machinery and Equipment」
「ANNEX Ⅳ. List of Vietnamese Counterpart and Administrative Personnel」「ANNEX Ⅴ. List of 
Building and Facilities」のとおり、日本側からの長期専門家 2 名（チーフアドバイザー／高等教育

マネジメント、業務調整／研修計画）および機材供与、越側からの要員配置とプロジェクトオフィ

スの提供につき合意した。 
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第３章 事前評価概要 

 
ベトナム政府からの HCMUT における地域との連携強化にかかる要請に基づき、JICA は 2005 年

8 月に事前評価調査を実施し、その後累次にわたる協議を行い、プロジェクト概要の合意に至った。 
 

３－１ 協力の必要性及び位置づけ 

 

３－１－１ ベトナム政府国家政策上の位置づけ 

ベトナムの政策大綱である社会経済開発戦略（2001-2010 年）では、国の社会開発・経済発展の

促進のため、教育と科学・技術の発展を国の 3 つの重要戦略のうちの 1 つとしている。そのため、

高等教育を含め大規模な教育改革が必要とされ、特に農村部に教育・研修の機会を提供するべきと

している。 
社会経済開発 5 ヶ年計画（2001-2005 年）では、南部のメコンデルタ地域を国の工業化・経済発

展の戦略地域として位置づけている。またベトナムの近代化・工業化を促進するために、高等教育

機関がより実際的な研究・教育を行うこととしている。 
教育開発戦略計画（2001-2010 年）では教育改革計画が記載されており、その中で地域住民の教

育・研修を促進することを重点 7 分野の 1 つとしている。 
 

３－１－２ わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 
高等教育支援は、国別援助計画や JICA の国別事業実施計画における重点 3 分野の 1 つである「成

長促進」の柱の 1 つ「成長を支える人材育成」に位置づけられる。本事業は、市場経済化や産業競

争力強化のための高等教育機関の強化と拡充に資するものである。 
また、地域開発は、国別援助計画や JICA の国別事業実施計画における重点 3 分野の 1 つ「社会・

生活面での改善」に位置づけられ、その中で、拠点研究機関・大学における研究機能強化・人材育

成を行うことで地域開発に貢献することが期待されている。 
 

３－２ 事前評価結果 

 

３－２－１ 妥当性 

ベトナム南部地域は国の経済発展の戦略地域とされており、当該地域の経済発展や地域開発を担

う人材育成を行う社会的ニーズは高い。しかし、地方大学の技術研究・教育レベルは、地域のニー

ズに応える技術開発を行い、地域の開発担当者を研修するには十分といえない。一方、ベトナム南

部地域における工学教育と研究の中心機関である HCMUT には当該技術開発、地域関係者の研修を

実施するための人材や機材があることから、HCMUT の地域連携機能を強化し、同大学が地域のニ

ーズに応える技術開発および研修を行う能力の向上をはかることは適切であり、妥当性は高いと判

断できる。 
 

３－２－２ 有効性 

大学の地域連携機能を構築・強化するには、様々な特徴をもつパイロット事業を実際に実施する

 3



過程でノウハウを蓄積し、教訓を抽出し、それらを制度化していく必要があるが、本プロジェクト

はこれら全ての作業を含んでいる。また、パイロット事業において、開発された技術の有効性を現

場で検証し、その結果を研修内容にフィードバックするといった、活動の有機的な連携が図られて

いることから、有効性は高いと判断できる。 
 

３－２－３ 効率性 

本プロジェクトでは地域にある既存のリソース（組織・ネットワーク・技術・制度・インフラ・

人材等）を活用して、HCMUT は開発した技術の移転を行うことから、活動規模に比べて本事業の

投入量は少なくなる予定である。また、投入される資機材や日本人専門家の技術移転対象者を

HCMUT に集約するが、その効果は南部地域で働く地元の地域開発担当者に波及することから、投

入量に比べて大きな成果が期待される。 
これらのことから、効率的な実施が予測される。 

 

３－２－４ インパクト 

パイロット事業を管理運営する科学委員会が HCMUT の正式な 1 組織として認知されれば、将来

的にパイロット省以外の省の地域開発ニーズにも応えられるようになり、地域開発にも貢献しうる

と予測される。また、HCMUT で確立される地域連携機能をモデルとして、他大学でも地域連携活

動が広がる可能性がある。 
さらに、本事業で HCMUT が開発・研修した技術を地域社会が活用すれば、南部地域での作物・

製品の生産性の向上、南部地域開発に貢献することも期待できる。 
 

３－２－５ 自立発展性 

組織・制度面においては、本プロジェクトで設立される科学委員会が HCMUT の正式な一組織と

して認知されることでプロジェクト終了後も継続して配置されることが期待される。同大学内の組

織は学長の判断で新設・改廃ができることから、科学委員会が HCMUT の正式な一組織として認知

される可能性は極めて高い。 
技術面においては、HCMUT は南部地域で最も研究・教育レベルが高い工科大学であり、本プロ

ジェクトを継続する人材と資機材がある。また、科学委員会がパイロット事業を運営する過程でそ

のノウハウを習得することにより、今後、自立的に地域連携事業を計画・実施する能力が備わると

考えられる。 
財政面においては、HCMUT の財源が、安定した国家予算から配分されており、今後、学生数の

増加が見込まれることから、継続的な予算配分が行われると見込まれる。 
これらのことから本プロジェクトの自立発展性は高いといえる。 

 

３－３ 事前評価にかかる協議結果 

 

３－３－1 パイロット事業の位置づけ 

事前評価調査時に確認したとおり、ホーチミン工科大学の地域連携機能は、パイロット事業の案

件形成→実施（R&D および研修）→モニタリングを通じて構築、強化されていくことが想定される

ことから、優良なパイロット事業の形成が肝であり、パイロット事業の実施は本プロジェクトの核
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となる活動である。 
他方で、地域連携機能は、優良なパイロット事業の案件発掘・形成から始まるもので、案件発掘・

形成をホーチミン工科大学が主体的に行っていくことは、同大学における地域連携機能を構築、強

化していくためには不可欠のプロセスといえる。 
従って、パイロット事業のイメージ（目的、内容、選定方法、範囲、規模や数）について日越関

係者で共有することは、本体プロジェクトの妥当性や規模を検討する上では必要と考えられるもの

の、JICA が実施する事前評価調査の段階で、パイロット事業の特定までを行うことは適切ではない

と考えた。 
かかる観点から、本プロジェクト実施の妥当性を判断することを目的として、事前評価調査時に

はパイロット事業の候補を検討し、パイロット事業実施のフィージビリティーを確認した。 
 

３－３－２ プロジェクトの進め方 

上述のとおりパイロット事業が本プロジェクトの核となる活動であることは間違いないが、その

核となる活動の特定ができずに本体プロジェクトを開始することに、日本側関係者から懸念が示さ

れた。 
また、本プロジェクトはパイロット事業の進め方についても考えながら枠組みを固めていく進め

方となっており、適切なモニタリング体制を構築できるかも不安材料とされた。 
かかる懸念を払拭するため、まず、ホーチミン工科大学の地域連携機能という枠組みを形成する

ことを目指す比較的小規模のプロジェクトを実施し、その後、同プロジェクトが達成する成果の発

現状況や教訓を踏まえて、さらにパイロット活動を拡大・発展的に実施するという、段階を踏んだ

展開とすることを検討した。ただし、プロジェクト枠組みや地域連携事業の一連のサイクルを分断

することは、プロジェクト本来の意図するところや実施意義を勘案すると適切ではなく、従って段

階を踏んだ展開とは、これらを分断することなく、段階を経るごとに本プロジェクトフレームや地

域連携事業の一連のサイクルがより強固なものになっていくという考え方に拠る。 
かかる議論を受けて、まず 3 年間、小規模のプロジェクトにおいて、パイロット事業に着手し、

地域との連携体制や大学におけるモニタリング体制を構築することとし、しかる後に、その成果の

発現状況や教訓を踏まえ、パイロット事業をさらに拡大・発展させ、同大学における地域連携機能

の強化、定着を図っていくこととした。 
 

３－３－３ 地域開発アプローチ 

本プロジェクトは大学の地域連携機能強化を通じて地域開発に貢献することを将来的な目標とし

ている。地域開発を促進するための課題解決方法として、「技術移転（人材育成）」を目的として「大

学」をフォーカルポイントとするアプローチが適切なのか（例えば、「農業農村開発省をフォーカル

ポイントとして地方道路の整備を行う」といったアプローチがより優先度が高いのではないか）と

の議論があった。 
地域開発の促進には、ハード面でのインプット（地方基幹インフラ整備等）およびソフト面での

インプット（地方基幹行政機構の整備や人材育成等）、またプレーヤーとしても「産・学・官」（「産」：

企業等、「官」：行政機構（省庁の出先機関や右傘下の研究機関や教育機関、「学」：高等教育機関（大

学や右傘下の研究所やセンター））等のアプローチがあり、それぞれが各々の専門とする領域で地域

開発に貢献していくことが必要である。 
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かかる認識のもと、本プロジェクトの形成にあたっては、これらの中で、どれが地域開発に優先

するアプローチであるかという判断ではなく、地域開発を効果的かつ効率的に推進していく方策と

してはそのどれもが必要であるという判断のもと、「ホーチミン工科大学をフォーカルポイントとし

て地方で必要とされる技術開発および人材育成を行う」というアプローチで地域開発に貢献するこ

ととした。 
また、パイロット事業の実施にあたっては、パイロット事業実施省でも当該省の拠点となる組織

（省人民委員会や地域大学）を中心に地域開発に関係する関係者でチームを構成し、多面的なアプ

ローチ、多様な関係者を巻き込んで、当該省の開発課題の抽出、新しい技術の受入・普及体制を整

えて行く予定である。 
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第４章 プロジェクト実施上の留意点 

 

４－１ プロジェクトフレームと進め方 

本件は、大学が地域との連携を深めることにより地域開発に貢献することを企図し、大学の地域

連携機能を構築・強化することを主眼とするプロジェクトフレームとなっている。本フレームを確

固なものとして整備するためには相当期間の協力、投入が必要と考えられる。 
しかし、プロジェクト開始前の現段階ではプロジェクトの核となる活動であるパイロット事業を

明確化することが困難であり、本パイロット事業の成果や実施にかかる懸念が関係者から呈示され

たことから、かかる懸念を考慮し、まず小規模のプロジェクトとして 3 年間の協力を開始すること

とした。 
しかし、上述のとおり、当初の構想を実現し、大学の地域連携機能を強化するためには、3 年間

の協力を礎として、その成果の発現状況や教訓を踏まえ、パイロット事業をさらに拡大・発展させ、

同学における地域連携機能の強化、定着を図っていく全体構想を視野にいれていく必要がある。3
年間の協力の成果はしかるべき時にモニタリング・評価が行われるが、その際には、当初の全体構

想を念頭におき、モニタリング・評価を実施する必要がある。 
 

４－２ 地域への技術移転（研修）手法 

ホーチミン工科大学で研究・開発された技術は、地域の拠点を経て、当該地域に広められていく

ことを想定しており、地域の拠点は当該地域でその地域への普及の役割を果たす人材（人民委員会

関係者、各省庁地方出先機関行政官、研究者、地域大学教職員）のチームで構成される。ホーチミ

ン工科大学のタスクフォースメンバーは地域の拠点に対し研修を行い、地域の拠点から当該地域に

普及していく。 
技術移転および普及の方法については、必ずしも遠隔研修を前提としているものではなく、当該

技術が研修受講者に確実に移転され、また研修受講者がそれをさらに地域に普及できるようにする

ため、研修内容・研修対象者数やレベル・パイロット事業対象省の地理的条件（同学からの距離）

等を勘案し、座学研修・実地研修・遠隔研修等、様々なアプローチを検討していく。 
この際特に留意する点は、本案件の対象（直接受益者）はホーチミン工科大学の人材（科学委員

会委員、タスクフォースメンバー等）であり、それ以外の人材（パイロット省の関係者等）は間接

受益者と整理していることから、研修にあたっても、研修を実施する側のホーチミン工科大学にお

ける人選やその成果についてはプロジェクトの内部要因として管理すべきであるが、研修を受ける

側の人材（パイロット省の関係者等）にかかる人材配置や成果はプロジェクトの外部要因として、

より効果的なプロジェクト成果の発現のためにパイロット省に適切な対応を求めていくこととする。 
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１．事前評価表 

事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

 

作成日：平成 17 年 11 月 30 日 
担当部・課：JICA ベトナム事務所 

  

１．案件名 ベトナム国ホーチミン工科大学地域連携機能強化プロジェクト 
２．協力概要 
（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 
本プロジェクトはベトナム南部の中心的な研究・教育機関であるホーチミン工科大学（以下

HCMUT）が、地域社会のニーズに対応した工学・技術開発を行い、その結果を当該地域の地域

開発を担う人材に技術移転するという、HCMUT の地域連携機能を構築・強化することを目的と

する。この目標を達成するためにパイロット事業を発掘・形成・運営管理・モニタリング・評

価する科学委員会を HCMUT に設置する。パイロット実施にあたっては、HCMUT 内にタスク

フォースを設け技術開発を行い、当該地域に遠隔研修システムを導入して、地域開発を担う人

材に研究開発成果（新しい技術）について研修する。 
（２） 協力期間 ： 2006 年 1 月から 3 年間 
（３） 協力総額（日本側） ： 2.9 億円 
（４） 協力相手先機関 ： ベトナム国ホーチミン工科大学（HCMUT） 
（５） 国内協力機関 ： 本邦工学・農学系大学、各種研究機関 
（６） 受益対象者と規模 ： HCMUT の教職員約 20 人（直接受益者）およびベトナム南部地

域の地域開発を担う人材約 180 人（間接受益者）。研修受講生が地域の住民（主に農民漁

民）などに技術移転をすれば受益対象者はさらに広がる可能性がある。 
３．協力の必要性・位置付け 
（１） 現状と問題点 
社会経済開発 5 ヶ年計画（2001-2005 年）に記載されているように、ベトナム南部地域は当国

の経済発展・社会開発を牽引する戦略地域の一つである。当該地域で農業・漁業・工業などの

産業をさらに発展させ、地域開発を促進するには新しい技術の導入が必要だが、ホーチミン市

を除いた地域では高い工学・技術知識と経験を持つ技術者と機材が不足している。このような

技術開発および人材育成に貢献する研究・教育機関の強化を図ることで地域開発を促進するこ

とが期待できる。かかる状況下、ベトナム南部地域における工学教育と研究の中心である

HCMUT は、これまで当該地域の開発課題に対して技術開発支援・地域住民の研修などを行って

きているが、これらは十分な成果を挙げられていない。それは、１）HCMUT における地域連携

の制度構築がなされてないこと、２）地域のニーズに基づく技術開発や、HCMUT から地域への

技術移転・知識移転の経験が不足しているからと考えられる。 
（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 
ベトナムの政策大綱である社会経済開発戦略（2001-2010年）では、国の社会開発・経済発展

の促進のため、教育と科学・技術の発展を国の３つの重要戦略のうちの１つとしている。その

ため、高等教育を含め大規模な教育改革が必要とされ、特に農村部に教育・研修の機会を提供

するべきとしている。社会経済開発5ヶ年計画（2001-2005年）は、南部のメコンデルタ地域を国
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の工業化・経済発展の戦略地域として位置づけている。またベトナムの近代化・工業化を促進

するために、高等教育機関がより実際的な研究・教育を行うこととしている。これを受けて教

育開発戦略計画（2001-2010年）では教育改革計画が記載されており、その中で地域住民の教育・

研修を促進することを重点７分野の一つとしている。本事業はこれらの政策に合致している。 
（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 
高等教育支援は、国別援助計画や JICA の国別事業実施計画における重点 3 分野の一つ「成長

促進」の柱の一つ「成長を支える人材育成」に位置づけられる。本事業は、市場経済化や産業

競争力強化のための高等教育機関の強化と拡充に資するものである。 
４．協力の枠組み 
〔主な項目〕 
（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
（プロジェクト目標） 

HCMUT において地域連携活動の経験と知識（ノウハウ）が検証され、制度化される。 
（指標・目標値） 
- 作業ガイドラインやマニュアルが整備される。 
- HCMUT において科学委員会に予算と人員が配置され、正式で常設の機関として認知され

る。 
② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

（上位目標） 
  地域連携の経験と知識（ノウハウ）が地域社会で十分に活用される。 
（指標・目標値） 

- ベトナム南部の地域社会が科学委員会に、彼らの問題を解決するための支援を依頼した

数が一年あたり X 件となる。 
- ベトナム南部の地域開発に携わる主な公的団体のうち、X％が科学委員会の役割と活動

を認識している。（数字はプロジェクト終了時までに設定する） 
- プロジェクト終了後に継続して実施されている研修の参加者の Y％が、学んだ技術や知

識を職場で生かしている。（数字はプロジェクト終了時までに設定する） 
- 科学委員会が明らかにした地域社会のニーズを満たすことができた、成功したパイロッ

ト事業の数と割合が満足のいくレベルに達する。 
（２） 成果（アウトプット）と活動 

① アウトプット、そのための活動、指標・目標値 
（成果 1） 
1. HCMUT が科学委員会を中心として地域連携機能を強化し、地域連携事業を発掘・形

成・管理監督・モニタリング・評価する能力を持つ。 
（活動） 
1-1 科学委員会を設立する。 
1-2 科学委員会が地域の特性を調査・分析し、地域のニーズを明らかにする。 
1-3 科学委員会が HCMUT 内の他学部と協力し、地域のニーズを満たす方法を分析する。

1-4 科学委員会が地域社会（省人民委員会、地方大学等）と協力し、協力対象となる地域

とパイロット事業（1 もしくは 2 件）を選択する。 
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1-5 科学委員会はパイロット事業がスムーズで効果的に実施されるようにタスクフォー

スを設置し、管理・監督する。 
1-6 パイロット事業を評価し、教訓を抽出する。 
1-7 地域連携事業を促進するためのガイドラインやマニュアルを作成する。 
（指標・目標値） 
 地域社会を訪問した数。地域社会のニーズを分析した報告書の数。地域住民とのワーク

ショップ・ミーティングの数。パイロット事業の定期的なモニタリングと評価。パイロ

ット活動の定期的な記録と分析。 
（成果 2） 
2. HCMUT がパイロット事業を促進するための研究・開発能力を拡充する。 
（活動） 
2-1 パイロット事業ごとに地域社会とタスクフォースを設置する。 
2-2 開発すべき技術を特定し、研究開発を行う。 
2-3 研究開発に必要な機材資材を整備する。 
（指標・目標値） 

- 開発した技術の地域での試行実施の回数。研究・開発に関与した研究者の数。 
（成果 3） 

3. HCMUT がパイロット事業を促進するための研修促進能力を拡充する。 
（活動） 

3-1 現在行われている研修活動と研修ニーズを調査する。 
3-2 パイロット事業に関する研修内容、および機材を検討する。 
3-3 研修の機材を整備する 
3-4 パイロット事業ごとに研修を実施する。 
（指標・目標値） 

- 研修計画の数。研修生の数。研修生の各コースに対する満足度。開発された研修教

材の数。提供された講義時間数。提供された講義科目数。 
（３） 投入（インプット） 

① 日本側 
●長期専門家：2 名・チーフアドバイザー／高等教育マネジメント・業務調整／研修計画 
●短期専門家：1～4 名／年、工学系各技術分野・大学行政等 
●研修：2～4 名／年、本邦、工学系各技術分野・大学行政等 
●機材：一般機材（オフィス用資機材）・研究用機材（パイロット事業の研究・開発に必要な
資機材）・教育用機材 
●現地業務費：現地国内研修経費（パイロット事業の技術移転に必要な研修経費）等 
② ベトナム国側 
●人材の投入：カウンターパートの配置 
●建物・施設：プロジェクト事務室、研修用施設 
●管理運営費：プロジェクト事務室の維持管理費 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 
①プロジェクト目標達成のための外部要因 
- パイロット省での地域開発ニーズに関する優先順位が、プロジェクト期間中変更されな

い。 
②成果達成のための外部要因 
- カウンターパートの多くがこのプロジェクトのために働き続ける。 
- プロジェクト期間中パイロット省で、関連機関が積極的に協力する。 
- 習得した技術や知識を職場で生かすことができる、適切なパイロット事業の参加者が選
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ばれる。 
- パイロット事業の対象となる地域社会でのフォーカルポイントで適切な職員が任命され

る。 
 なお、人材配置に関しては、直接受益者（HCMUT）をプロジェクトの内部要因、間接受益者

を含むそれ以外の人材配置はプロジェクトの外部要因とみなす。 
５．評価 5 項目による評価結果 
（１） 妥当性 
この案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・ 社会経済開発 5 ヶ年計画（2005-2010 年）に記載されているように、ベトナム南部地域は国の

経済発展の戦略地域である。南部地域はホーチミン市などの都市と農村地域が混在し、住民

の生活水準や地域開発を担う人材の数などに地域格差が見られる。生産者は新技術を導入し、

生産高や収入を増加させたいとしているが、大学卒業生がホーチミン市への流出すること等

が原因で、地方では技術者が少ない。よって地元で働く技術者を育成する社会的ニーズは高

い。 
・ 地方大学の技術研究・教育レベルは、地域のニーズに応える技術を開発したり、地域の開発

担当者を研修するには十分といえない。一方 HCMUT には本事業を実施するための人材や機

材がある。 
・ 上記のようにベトナムの国家政策と、日本の援助政策・JICA 国別事業実施計画に合致してい

る。 
・ 日本の大学は現在、地域との連携や産学官連携に積極的に取り組んでおり、JICA はこれらの

知見を有効活用できる。 
（２） 有効性 
この案件は以下の理由から有効性が見込まれる。 

・ 大学の地域連携機能を構築・強化するには、パイロット事業を実際に実施する過程でノウハ

ウを蓄積し、教訓を抽出し、それらを制度化していく必要がある。本事業はこれら全ての作

業を含んでいる。 
・ パイロット事業において、開発された技術の有効性を現場で検証し、その結果を研修内容に

フィードバックするといった、活動の有機的な連携が図られている。 
・ 当該地域で活動する大学や地方公共団体の代表者をタスクフォースのメンバーに加えること

で、開発課題に相応しい技術・研修対象者などを精査することができる。そのため HCMUT
では、地域社会のニーズにあったより効果的な技術が開発されることが期待できる。 

（３） 効率性 
以下の理由から、効率的な実施がある程度予測される。 

・ 本事業では地域にある既存のリソース（組織・ネットワーク・技術・制度・インフラ・人材

等）を活用して、HCMUT は開発した技術の移転を行う。そのため活動規模に比べて、本事

業の投入量は少なくなる予定。 
・ 投入される資機材や日本人専門家の技術移転対象者を HCMUT に集約するが、その効果は南

部地域で働く地元の地域開発担当者に波及する。そのため投入量に比べて大きな成果が期待

される。 
・ 現時点では、下記の 5 つの外部条件は満たされる可能性が高い。 
・ 投入される機材は地域のニーズにそった基本的なものとし、高額な機材は含まない予定。 
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ただし本事業はその性格上 FIRR などの試算に適さないため、効率性の詳細な計算はできな

い。また本事業開始後に、パイロット事業の詳細（地域社会のニーズを把握し、開発する必

要のある技術を特定し、投入すべき機材・研修生の人数や研修コース数・短期専門家の分野

や人数など）を決定する。そのため現段階では投入の規模・タイミング・質の詳細は確定し

ていない。 
（４） インパクト 
この案件のインパクトは、以下のように予測できる。 

・ パイロット事業を管理運営する科学委員会が HCMUT の正式な一組織として認知されれば、

パイロット省以外の省の地域開発ニーズにも将来応えられるようになり、パイロット省以外

の省の地域開発にも貢献しうると予測される。このことは上位目標の達成に対して大きく寄

与すると思われる。 
・ HCMUT で確立される地域連携機能をモデルとして、教育訓練省が教育改革の政策の一つと

して位置づけるという、制度的インパクトが発現しうる。もしこれが実現すれば、他大学で

も地域連携活動が広がる可能性がある。また科学技術省・工業省も HCMUT の地域連携機能

の強化を支持しており、これら関連省庁における高等教育・科学技術政策にプラスの変化を

もたらすことも期待できる。 
・ 本事業で HCMUT が開発・研修した技術を地域社会が活用すれば、南部地域での作物・製品

の生産性の向上に貢献しうる（スーパーゴール）。しかし地域社会がこれらを活用するために

は、企業などによる実用化・商品化が行われ、適切な価格で流通するといった条件が満たさ

れる必要がある。 
（５） 自立発展性 
本案件による効果は、以下のとおり相手国政府によりプロジェクト終了後も継続されるもの

と見込まれる。 
＜組織・制度面＞ 
・ 本事業で設立される科学委員会が HCMUT の正式な一組織として認知されることがプロジェ

クト目標の 1 指標となっている。これは、ベトナム国家大学および教育訓練省などの認可を

またず、HCMUT 学長によって認定されうる。認定されれば適切な人員が、事業終了後も継

続して配置されることが期待される。 
・ HCMUT が今まで他ドナーと実施した事業や設立されたセンター(Industrial Maintenance 

Training Center 等)が、プロジェクト終了後も HCMUT の自助努力で継続・拡大されている。

・ HCMUT の職員の離職率（毎年約 20 人が退職）や職員の移動も少ないため、カウンターパー

トが事業終了後もこの活動を継続する可能性は高い。 
・ 懸念すべきは HCMUT の人員不足だが、毎年平均 50 人が採用されているので徐々に改善して

いくものと思われる。また、これらの新規採用教職員が地域連携活動に加わることになって

も、新人の教職員に対してベテランの教職員が一定期間指導するという教職員研修システム

も存在するため、活動に大きな影響はないと考えられる。 
＜技術面＞ 
・ HCMUT は南部地域で最も研究・教育レベルが高い工科大学であり、本事業を継続する人材

と資機材がある。 
・ 本事業において、科学委員会はパイロット事業を運営する過程でそのノウハウを習得する。

本事業終了後も、彼らは事業実施中に作成された作業マニュアルやガイドラインや教材を更
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新し、新しい事業を計画・実施する能力が備わると考えられる。 
・ 各学科に機材・施設のメンテナンス担当者が配置されているのに加えて、総務部の中に機材・

施設管理課とコンピューターネットワーク管理課が存在する。現在稼動している機材とパソ

コンの割合は 90％程度となっている。 
＜財政面＞ 
・ HCMUT の予算は国家予算と学生の授業料が全体予算の 67-95％を占めている。大学への入学

者数が増加傾向にあるため、授業料の増収が望まれる。またベトナム国家大学傘下の大学で

あり、安定した国家予算の配布が予測される。 
・ HCMUT の資機材・施設の購入・修理費は毎年の支出の約 20％を占めている。この予算配分

は継続すると思われる。 
・ 本事業で設立される科学委員会が HCMUT の正式な一組織として認定されれば、予算が事業

終了後も継続して配分されることが期待される。 
６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
本プロジェクトは大学が地域の開発ニーズに即した研究開発・人材育成をするためのもので、

ジェンダーに悪影響を与えることはないと考えられる。また、パイロット事業で開発される技

術の対象は、農作業などから排出される廃棄物処理など、環境保全のためのものをふくみ、環

境改善というプラスのインパクトが期待される。またパイロット地域で研究・開発品の試行実

験を行い、環境への影響を含め十分な実験と修正を繰り返す予定。そのためプロジェクトが環

境に悪影響を与えることはないと想定される。ただしパイロット事業で開発された技術・機械

を企業などが実用化・商品化し、それらが大規模に農民・漁民などに利用されていく場合、こ

れらが購入できない貧困層と購入できる富裕層との間に大きな格差がでないように、地方自治

体などが配慮することが必要となる可能性がある。 
７．過去の類似案件からの教訓の活用 
事業の開始当初から、工学系の大学が地域のニーズを明らかにして技術開発し、その結果を

地域社会の開発を担う人材に技術移転するという制度を構築・強化することを目的としたプロ

ジェクトはほとんどない。そのため、事前評価調査時に類似案件からの教訓を事業の枠組みに

反映することはできなかった。 
ただし事業実施時には、事業活動の一部分が類似している現在・過去の案件の経験を有効活

用することが期待される。例えば、遠隔教育を実施している案件（「キングモンクット工科大学

情報通信技術研究センター」など）からの教訓を、本プロジェクト成果 3 の研修計画策定、研

修手法の選択の際に活用しうる。また地域開発の中心的役割を大学が担うことになった案件（例

えば「ジョモケニヤッタ農工大学（学士過程）プロジェクト」）で得られたノウハウを、本プロ

ジェクト成果 1 における科学委員会の活動に生かしうる。 
８．今後の評価計画 
 2008 年 7 月に終了時評価を実施する予定。 
 2011 年頃に事後評価を実施する予定。 
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